


日本医師会のICT戦略
・医療・介護情報連携の推進

全国医療連携ICT化事例の集約と情報共有

推奨例、推奨できない例の提示

・医療情報ICT化の共通基盤の構築

医療分野の電子化推進

ORCA事業

HPKI認証局、HISPRO

かかりつけ連携手帳

・医療等IDの創設

医療・介護におけるマイナンバーの位置と医療等ID

・医療情報ビッグデータ

NDB、KDB、DPCデータ等の取り扱いに関与

医療・介護における個人情報保護の整理
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かかりつけ連携手帳とは？
三師会（日本医師会・日本歯科医師会・日本薬剤師会）が
提唱するアナログ的に医療・介護情報を連携する手帳。

平成２６年より原案の検討を開始

平成２６年６月 日本医師会が公表

提唱の理由

全国の多くの地域でIT化による地域医療連携や在宅ケア
連携が進められているが、様々な理由ですべてをIT化し
ていくことは困難。（2025年までには、とても間に合わ
ない）

しかしながら、こうしている時間でも医療・介護は営ま
れている。少しでも連携の恩恵にあずかるべき。可能な
事から連携を進めて行こう。
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かかりつけ連携手帳のコンセプト

かかりつけ医師、かかりつけ薬剤師、かかりつけ歯科医師のそ
れぞれの情報が共有できる、患者さん単位の簡便な手帳。

地域包括に欠かせない看護・介護スタッフの活用も想定。

既存のシステム（インフラ）を最大限に活用する事を想定。

手帳の構成・項目などが、将来のネットワーク化（ICT化）を見据
えて作られている。

かかりつけ連携手帳を活用する事で、医療従事者と患者さん
のコミュニケーション向上（目線を同じにする）を目指すと共に、
信頼される医療環境を提供する。
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在宅医療・介護連携推進事業の
情報共有ツールとして

かかりつけ連携手帳は、患者さん自らの健康管理のため
に必要な、様々な諸記録を記載し、個人の健康の増進に
向けた自主的な努力を促進するためにも利用可能

三師会は、基本項目を示すだけ

運用地域の特性に合った、オプションページを追加
すれば、活用の幅は広がり地域に根付く

1.特定健康診査
2.特定保健指導の記録
3.健康診査
4.健康教育
5.健康相談

6.機能訓練
7.訪問指導の記録
8.生活習慣行動等の把握
9.医療の記録
10.介護予防手帳など
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在宅医療・介護連携推進事業の８事業

介護保険の地域支援事業

市区町村を実施主体として平成２７年４月より順次実施し、平成３０年４月
には全市区町村で実施される

具体的な８つの取り組み内容
（ア）地域の医療・介護の資源の把握

（イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

（ウ）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

（エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

（オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

（カ）医療・介護関係者の研修

（キ）地域住民への普及啓発

（ク）在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の連携

介護予防・日常生活支援総合事業 ==========> http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000074126.html
在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.1 => http://www.jcma.or.jp/images/150331kaihogokensaisinjyouhouVol.447.pdf

かかりつけ連携手帳で！！
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